
平成 18 年度米子市連結バランスシート 
 

地方公共団体では、普通会計以外に水道事業、下水道事業、国民健康保険事業

などの公営事業会計でさまざまな事業を行なっています。 

さらに、地方公共団体が直接行なう事業とは別に、一部事務組合や市が出資など

を行なっている外郭団体でも、地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施し

ています。 

こうしたことから、市全体の資産及び負債の状況等を総合的に把握するため、今ま

で作成していた普通会計分に加えて、これ以外の公営事業会計と一部事務組合、

さらに地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している外郭団体までを

含めた「連結バランスシート」を作成しました。 

 

作成基準 

 

連結バランスシートは、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究

会報告書〔平成13年3月総務省〕」及び「地方公共団体の連結バランスシート（試

案）について〔平成 17 年 9 月総務省〕」に基づき、以下の基準により作成しまし

た。 

 

（1）基礎となるデータ 

 

 昭和 44 年から平成 18 年度までの「地方財政状況調査表」 
 「平成 18 年度米子市歳入歳出決算書」 
 「平成 18 年度米子市決算付属資料」 
 水道事業、工業用水道事業会計の貸借対照表 
 各外郭団体、一部事務組合等の作成した貸借対照表     等 

 

（2）対象とする範囲 

 

① 普通会計 

 

 一般会計のうちの錦海団地事業部分を除いた部分 
 市営葬儀事業特別会計 
 南公園事業特別会計 
 住宅資金貸付事業特別会計 



 土地取得事業特別会計 
 高齢者住宅整備資金貸付事業特別会計 
 崎津団地開発促進事業特別会計 
 市営墓地整備事業特別会計 
 市営墓苑事業特別会計 
 駐車場事業特別会計のうちの駐輪場部分 
 

② 公営企業法適用の企業会計 

 

 水道事業 
 工業用水道事業 
 

③ 公営企業法非適用の企業会計 

 

 下水道事業特別会計 
 農業集落排水事業特別会計 
 駐車場事業特別会計のうちの駐輪場部分を除いた部分 
 流通業務団地整備事業特別会計 
 一般会計のうちの錦海団地事業部分 
 

④ その他の特別会計 

 

 国民健康保険事業特別会計 
 老人保健事業特別会計 
 介護保険事業特別会計 
 

⑤ 一部事務組合 

 

「一部事務組合」とは、地方公共団体の行なう特定の事務事業を、他の地方

公共団体と共同して処理するために設立された特別地方公共団体です。 

米子市が構成団体として加入している団体を連結対象とし、米子市の経費

負担割合に応じて比例連結を行ないました。 

 

 

 

 



米子市が加入している一部事務組合 

 

団体名 事業内容 
経費 

負担割合 

西部広域行政管理組合 
消防、火葬場、ごみ焼却施設の

設置及び管理運営等 
57.0％ 

米子市日吉津村中学校組合 中学校の設置及び管理運営 93.6％ 

 

経費負担割合は、年度により変わります。 

今回の連結は、18 年度負担割合の実績により、比例連結を行いました。 

 

⑥ 連結対象の外郭団体 

 

地方公共団体と連携協力して行政サービスを実施している団体で、米子市

からの出資比率 50％以上の団体を連結対象としました。 

 

出資比率 50％以上の団体 

【地方公社】 

団体名 事業内容 出資割合 

米子市土地開発公社 公共用地の先行取得・管理 100％ 

【第三セクター】 

団体名 事業内容 出資割合 

（財）米子市開発公社 
地方の総合開発計画促進、 

市営駐車場等の管理運営 
100％ 

（財）米子市勤労総合 

福祉センター 
勤労総合福祉施設の運営 50％ 

（財）米子市生活環境公社 
各種検査及び調査研究、 

廃棄物及び下水の処理等 
100％ 

（財）米子市教育文化事業団
文化体育施設の管理運営 

及び埋蔵文化財調査 
100％ 

米子駅前開発株式会社 
米子駅前開発事業に関連する 

不動産賃貸業、売買業、管理業等 
72.5％ 

（財）米子市勤労者福祉 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 

中小企業勤労者のための 

福祉事業 
90％ 



（3）作成方法 

 

① 今までバランスシートを作成していない会計と一部事務組合は、普通会計と

同様の基準により作成しました。 

 

② 企業会計を採用している会計と連結対象法人は、それぞれ固有の会計基準

が定められているため、連結に際しては会計基準の統一は行なわず、既存のバ

ランスシートの金額を基礎として連結を行ないました。 

ただし、資産・負債等の項目については、普通会計のバランスシートの項目に合

わせる調整を行なったため、各会計及び団体が固有に作成しているバランスシ

ートとは違いが生じています。 

 

【例】 

「無形固定資産」⇒「2．投資等」の「（5）その他」で計上 

「未払金」⇒「2．流動負債」の「（3）その他」で計上 

 

③ 企業会計方式を採用している会計と外郭団体では、出納整理期間がないの

で、3 月末日現在で、未収金・未払金がある場合、それを未収金・未払金として計

上しています。 

水道事業・工業用水道事業・外郭団体の、市に対する未収金・未払金は、出納整

理期間中に支払われたものは、現金決裁したものとして、「相殺消去等」の欄で

調整をしています。 

 

（4）留意事項 

 

連結バランスシートは、米子市と連携協力して行政サービスを実施している関係

団体を連結して、ひとつの行政主体であるとみなして作成したものであり、関係団

体の資産や負債等は、米子市に帰属するものではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



【地方公共団体の会計等の概要】 

 

１．地方公共団体の会計 

 

決算統計上では、地方公共団体の会計は大別して、「普通会計」と「公営事業会

計」に区分される。 

 

①  普通会計 
 

一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を合わせた会計であり、教育・社

会福祉・土木・消防等、地方公共団体の行政運営の基本的な経費などが計

上されている。 

 

②  公営事業会計 
 

地方公共団体の経営する公営企業等の会計の総称であり、主なものとして

は、以下のような会計がある。 

 

(1) 公営企業会計 

 

使用料等の収入で経費を賄うことを目的として、水の供給や公共交通の

確保、医療の提供、下水の処理等のサービスを提供するための特別会

計で、法適用企業、法非適用企業に分類される。 

 

ア 法適用企業 

 

地方公営企業法の規定の全部、または財務規定等を適用している

事業 

 

 水道事業、工業用水道事業、交通（軌道・自動車・鉄道）
事業、電気事業、ガス事業、病院事業など 

 

イ 法非適用企業 

 

地方公営企業法の規定を適用しない事業 



（地方財政法施行令第 12条に掲げる事業、観光地有料道路以外の

有料道路事業、観光地駐車場以外の駐車場整備事業） 

 

 交通（船舶運航）事業、電気事業、簡易水道事業、港湾
整備事業、市場事業、と畜場 事業、観光施設事業、宅

地造成事業、下水道事業など 

 

(2) 国民健康保険事業会計 

 

直診勘定に係る病床数 20 床以上の病院で、公営企業会計で取り扱わ

れるものを除く国民健康保険事業会計 

 

(3) 老人保健医療事業会計 

 

老人保健法により地方公共団体が行なう老人保健医療事業に係る会計 

 

(4) 介護保険事業会計 

 

介護保険法により地方公共団体が行なう介護保険事業に係る介護保険

事業会計 

 

２．一部事務組合 

 

市町村等がその事務の一部を共同処理するために設ける地方公共団体の組

合。 

主に消防、ごみ処理、火葬場の運営など市町村の区域を超えた広域的な事業を

行なっている。 

 

３．地方三公社 

 

特別法に基づいて地方公共団体の全額出資により設立される法人。 

 

①  土地開発公社 
 

「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、公有地とすべき土地を地方

公共団体に代わって先行取得するために設立される法人。 



 

②  住宅供給公社 
 

「地方住宅供給公社法」に基づき、居住環境の良好な集団住宅及び宅地を

供給するために設立される法人。 

 

③  地方道路公社 
 

「地方道路公社法」に基づき、有料道路の建設及び管理のほか、一般道路

や自動車駐車場の建設及び管理を行なうために設立される法人。 

 

４．第三セクター 

 

民間の資金や経営ノウハウを導入して、住民等に求められる多様なサービスを

提供するために、地方公共団体が出資・出捐をして設立する商法法人及び民法

法人。 

地方公共団体は、民法または商法の規定に基づき、出資者・出捐者の立場から、

必要な関与を行うことが出来ることとなっており、さらに、地方自治法により、地方

公共団体の出資比率に応じて、監査委員による監査（出資比率 25％以上）や、

議会に対する経営状況の提出義務（出資比率 50％以上）等が課せられる。 

 

  



（平成19年3月31日現在）

借 方 貸 方

１． １．

(1) 地 方 公 共 団 体 (1) 地 方 公 共 団 体

① 普 通 会 計 159,045,744 ① 普 通 会 計 債 65,561,961

② 公 営 企 業 会 計 121,683,940 ② 公 営 企 業 債 63,567,420

地方公共団体計 280,729,684 地方公共団体計 129,129,381

(2) 関 係 団 体 (2) 関 係 団 体

① 一 部 事 務 組 合 6,943,305
①一部事務組合地方

債 2,813,979

② 地 方 公 社 293
②地方公社長期借入

金 6,540,648

③ 第 三 セ ク タ ー 4,653,991 ③第三セクター長期借入金 6,982,746

関 係 団 体 計 11,597,589 関 係 団 体 計 16,337,373

292,327,273 (3) 債 務 負 担 行 為 0

(4) 引 当 金 10,867,484

（うち退職給与引当金） 10,482,640

(その他の引当金） 384,844

(5) そ の 他 0

２． 156,334,238

(1) 投資及び出資金 1,369,193

平 成 18 年 度 連 結 バ ラ ン ス シ ー ト （ 試 案 ）

有 形 固定資産合計

有 形 固 定 資 産 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

（単位：千円）

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

投 資 等

(2) 貸 付 金 3,258,752 ２．

(3) 基 金 2,659,100 (1) 翌年度償還予定額

(4) そ の 他 1,177,472 ① 地方公共団体計 12,165,385

8,464,517 ② 関 係 団 体 422,804

翌年度償還予定額計 12,588,189

(2) 翌年度繰上充用金 5,892,094

(3) そ の 他 5,790,539

流 動 負 債 合 計 24,270,822

３． 180,605,060

(1) 現 金 ・ 預 金 4,263,305

(2) 未 収 金 3,743,018 【資産・負債差額の部】

(3) そ の 他 13,441,327 １． 60,919,656

21,447,650 ２． 7,856,940

３． 1,100

４． 0 ４． 72,856,684

141,634,380

322,239,440 322,239,440

※債務負担行為（本表に計上されないもの）に関する情報

①物件の購入等 千円（うち連結対象法人に対するもの　83,300千円）

②債務保証及び損失補償 千円

③利子補給等に係るもの 千円（うち連結対象法人に対するもの　570,620千円）

<留意点>この連結バランスシートは、総務省「連結バランスシート（試案）について」に基づいて作成しています。

この連結バランスシートは、米子市と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して、一つの行政団体であるとみなして

国 庫 支 出 金

他団体及び民間出資分

負 債 合 計

投 資 等 合 計

流 動 資 産 合 計

流 動 負 債

一 般 財 源 そ の 他

資産 ・負債差額合計

流 動 資 産

繰 延 勘 定

都 道 府 県 支 出 金

106,727

0

604,317

　負債及び資産・負債差額合計資 産 合 計

連結 ラ 、米 市 連携協 行政 を実施 関係団体を連結 、 行政団体 あ

作成したものであり、関係団体の資産及び負債等が米子市に帰属するものではない点にご留意ください。



米子市連結バランスシートの会計別内訳（平成19年3月31日現在）

A A+B＋Ｃ Ｄ A+B+C＋Ｄ E＋F＋G＋J Ｌ Ｋ＋Ｌ

１．有形固定資産

(1)地方公共団体

①　普通会計 159,045,744 0 0 159,045,744 0 159,045,744 0 0 0 159,045,744 0 159,045,744

②　公営事業会計 0 121,683,940 0 121,683,940 0 121,683,940 0 0 0 121,683,940 0 121,683,940

地方公共団体計 159,045,744 121,683,940 0 280,729,684 0 280,729,684 0 0 0 280,729,684 0 280,729,684

(2)関係団体

①一部事務組合 0 0 0 0 0 0 6,943,305 0 0 6,943,305 0 6,943,305

②地方公社 0 0 0 0 0 0 0 293 0 293 0 293

③第三セクター 0 0 0 0 0 0 0 0 4,653,991 4,653,991 0 4,653,991

関係団体計 0 0 0 0 0 0 6,943,305 293 4,653,991 11,597,589 0 11,597,589

有形固定資産合計 159,045,744 121,683,940 0 280,729,684 0 280,729,684 6,943,305 293 4,653,991 292,327,273 0 292,327,273

２．投資等

(1)投資及び出資金 2,524,070 0 0 2,524,070 ▲ 908,302 1,615,768 0 0 62,925 1,678,693 ▲ 309,500 1,369,193

(2)貸付金 3,258,752 40,000 0 3,298,752 ▲ 40,000 3,258,752 0 0 0 3,258,752 0 3,258,752

(3)基金 899,464 0 237,327 1,136,791 0 1,136,791 1,522,309 0 0 2,659,100 0 2,659,100

(4)その他 0 1,358 0 1,358 0 1,358 0 12 1,176,102 1,177,472 0 1,177,472

投資等合計 6,682,286 41,358 237,327 6,960,971 ▲ 948,302 6,012,669 1,522,309 12 1,239,027 8,774,017 ▲ 309,500 8,464,517

３．流動資産

(1)現金・預金 488,894 1,667,470 936,582 3,092,946 ▲ 26,037 3,066,909 71,710 308,972 830,418 4,278,009 ▲ 14,704 4,263,305

(2)未収金 1,659,963 906,268 1,239,119 3,805,350 ▲ 72,256 3,733,094 0 0 22,491 3,755,585 ▲ 12,567 3,743,018

(単位：千円）
地方公共団体 一部事務組合

Ｆ

地方公社

Ｇ

第三セクター

Ｊ

単純合計　Ｋ （相殺消去等） 連結　Ｍ
普通会計 公営事業会計

合計 （相殺消去等） 純計　Ｅ

公営企業会計
Ｂ

その他

Ｃ

(2)未収金 1,659,963 906,268 1,239,119 3,805,350 ▲ 72,256 3,733,094 0 0 22,491 3,755,585 ▲ 12,567 3,743,018

(3)その他 0 42,849 0 42,849 0 42,849 0 6,930,490 6,467,988 13,441,327 0 13,441,327

流動資産合計 2,148,857 2,616,587 2,175,701 6,941,145 ▲ 98,293 6,842,852 71,710 7,239,462 7,320,897 21,474,921 ▲ 27,271 21,447,650

４．繰延資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資産合計 167,876,887 124,341,885 2,413,028 294,631,800 ▲ 1,046,595 293,585,205 8,537,324 7,239,767 13,213,915 322,576,211 ▲ 336,771 322,239,440

１．固定負債

(1)地方公共団体

①普通会計債 65,561,961 0 0 65,561,961 0 65,561,961 0 0 0 65,561,961 0 65,561,961

②公営企業債 0 63,469,920 97,500 63,567,420 0 63,567,420 0 0 0 63,567,420 0 63,567,420

地方公共団体計 65,561,961 63,469,920 97,500 129,129,381 0 129,129,381 0 0 0 129,129,381 0 129,129,381

(2)関係団体

①一部事務組合 0 0 0 0 0 0 2,813,979 0 0 2,813,979 0 2,813,979

②地方公社長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 6,540,648 0 6,540,648 0 6,540,648

③第三セクター長期借入金 0 0 0 0 0 0 0 0 6,982,746 6,982,746 0 6,982,746

関係団体計 0 0 0 0 0 0 2,813,979 6,540,648 6,982,746 16,337,373 0 16,337,373

(3)債務負担行為 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(4)引当金 8,191,791 676,000 0 8,867,791 0 8,867,791 1,919,820 67,502 12,371 10,867,484 0 10,867,484

（うち　退職給与引当金） 8,191,791 291,900 0 8,483,691 0 8,483,691 1,919,820 67,502 11,627 10,482,640 0 10,482,640

(　　　その他の引当金） 0 384,100 0 384,100 0 384,100 0 0 744 384,844 0 384,844

(5)その他 30,000 0 0 30,000 ▲ 30,000 0 0 0 0 0 0 0

（うち　他会計借入金） 30,000 0 0 30,000 ▲ 30,000 0 0 0 0 0 0 0

固定負債合計 73,783,752 64,145,920 97,500 138,027,172 ▲ 30,000 137,997,172 4,733,799 6,608,150 6,995,117 156,334,238 0 156,334,238

２．流動負債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(1)地方債翌年度償還予定額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①地方公共団体 8,134,228 3,933,657 97,500 12,165,385 0 12,165,385 0 0 0 12,165,385 0 12,165,385

②関係団体 0 0 0 0 0 0 422,804 0 0 422,804 0 422,804

翌年度償還予定額計 8,134,228 3,933,657 97,500 12,165,385 0 12,165,385 422,804 0 0 12,588,189 0 12,588,189

(2)翌年度繰上充用金 0 5,644,560 247,534 5,892,094 0 5,892,094 0 0 0 5,892,094 0 5,892,094

(3)その他 10,000 519,255 0 529,255 ▲ 108,293 420,962 0 19,027 5,377,821 5,817,810 ▲ 27,271 5,790,539

（うち他会計借入金翌年度償還予定額） 10,000 0 0 10,000 ▲ 10,000 0 0 0 0 0 0 0

流動負債合計 8,144,228 10,097,472 345,034 18,586,734 ▲ 108,293 18,478,441 422,804 19,027 5,377,821 24,298,093 ▲ 27,271 24,270,822

負債合計 81,927,980 74,243,392 442,534 156,613,906 ▲ 138,293 156,475,613 5,156,603 6,627,177 12,372,938 180,632,331 ▲ 27,271 180,605,060
資産・負債差額合計 85,948,907 50,098,493 1,970,494 138,017,894 ▲ 908,302 137,109,592 3,380,721 612,590 840,977 141,943,880 ▲ 309,500 141,634,380

(1)国庫支出金 28,735,572 31,233,855 0 59,969,427 0 59,969,427 950,229 0 0 60,919,656 0 60,919,656
(2)都道府県支出金 7,753,496 101,360 0 7,854,856 0 7,854,856 2,084 0 0 7,856,940 0 7,856,940
(3)他団体及び民間出資分 0 0 0 0 0 0 0 0 1,100 1,100 0 1,100
(4) 般財源その他 49 459 839 18 763 278 1 970 494 70 193 611 ▲ 908 302 69 285 309 2 428 408 612 590 839 877 73 166 184 ▲ 309 500 72 856 684(4)一般財源その他 49,459,839 18,763,278 1,970,494 70,193,611 ▲ 908,302 69,285,309 2,428,408 612,590 839,877 73,166,184 ▲ 309,500 72,856,684

負債及び資産・負債差額合計 167,876,887 124,341,885 2,413,028 294,631,800 ▲ 1,046,595 293,585,205 8,537,324 7,239,767 13,213,915 322,576,211 ▲ 336,771 322,239,440

※この連結バランスシート明細表は、米子市と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して、ひとつの行政団体であるとみなして作成したものであり、関係団体の資産及び負債等が米子市に帰属するものではない点にご留意ください。



（平成19年3月31日現在）

借 方 貸 方

１． １．

(1) 総 務 費 7,605,499 (1) 地 方 債 129,129,381

(2) 民 生 費 4,472,826 (2) 債 務 負 担 行 為 0

(3) 衛 生 費 12,728,706 (3) 引 当 金 8,867,791

(4) 労 働 費 482,359 （うち退職給与引当金） 8,483,691

(5) 農 林 水 産 業 費 8,863,124 (その他の引当金） 384,100

(6) 商 工 費 626,540 (4) 他 会 計 借 入 金 0

(7) 土 木 費 78,383,408 (5) そ の 他 0

(8) 消 防 費 1,520,055

(9) 教 育 費 44,355,431 137,997,172

(10) そ の 他 121,691,736

計 280,729,684

２．

280 729 684

（単位：千円）

有 形 固 定 資 産

有 形 固定 資産 合計

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

平 成 18 年 度 地 方 公 共 団 体 全 体 の バ ラ ン ス シ ー ト

280,729,684

(1) 12,165,385

２． (2) 5,892,094

(1) 投資及び出資金 1,615,768 (3) その他 420,962

(2) 貸 付 金 3,258,752

(3) 基 金 1,136,791 流 動 負 債 合 計 18,478,441

(4) そ の 他 1,358

156,475,613

6,012,669

３．

(1) 現 金 ・ 預 金 3,066,909

(2) 未 収 金 3,733,094 １． 59,969,427

(3) そ の 他 42,849

２． 7,854,856

6,842,852

３． 69,285,309

137,109,592

293,585,205 293,585,205

※債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 106,727 千円

②債務保証及び損失補償 0 千円

③利子補給等に係るもの 604,317 千円

投 資 等

負債 ・ 正味資産合計

正 味 資 産 合 計

資 産 合 計

投 資 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

有形固定 資産合計

都 道 府 県 支 出 金

一 般 財 源 等

負 債 合 計

【 正 味 資 産 の 部 】

国 庫 支 出 金

翌年度償還予定額

翌年度繰上充用金



連結バランスシートの分析 

 

「普通会計」と「市全体」、「連結」のバランスシートを比較しました。 

 

(単位：千円） 

項目 
普通会計 

（A） 

市全体 

（B） 

連結 

（C） 

連単倍率 

（C／A） （C／B） 

資産合計 167,876,887 293,585,205 322,239,440 1.92 1.10

（有形固定資産 ア） 159,045,744 280,729,684 292,327,273 1.84 1.04

負債合計 

イ 
81,927,980 156,475,613 180,605,060 2.20 1.15

資産・負債差額 

合計 
85,948,907 137,109,592 141,634,380 1.65 1.03

後世代による 

社会資本負担率 

（イ／ア） 

51.51％ 55.74％ 61.78％ － － 

 

注： 

①  「市全体（B）」とは、「普通会計（A）」に、公営企業会計とその他の特別会計を合計し
たものです。 

②  「連結（C）」とは、「市全体（B）」に、一部事務組合と外郭団体を合計したものです。 
③  連単倍率とは、「連結（C）」の値が、「普通会計（A）」と「市全体（B）」のそれぞれ何倍
になっているかを表すものです。 

 

 

 

 

 

 



有形固定資産は、「普通会計」が 1,590 億円に対し、 

「市全体」が 2,807 億円、「連結」が 2,923 億円となります。 

 

 

また、負債は、「普通会計」819 億円に対し、 

「市全体」が 1,565 億円、「連結」が 1,806 億円となります。 

 

 

 



主な特徴としては、特に「普通会計」と「連結」を比較した場合、有形固定資産が 1.84

倍となるのに対して、負債が2.20倍となるなど、資産に比べて負債の増加割合が大き

くなっています。 

 
 

また、資産・負債差額は、「普通会計」859億円に対し、「市全体」が1,371億円、「連結」

が 1,416 億円です。 

 

資産・負債差額は、主に今までの世代の負担により形成された社会資本の額をさして

おり、負債は将来の返済（後世代による負担）の額をさしています。 

このことから、「連結」では、「普通会計」と比較して後世代による社会資本の負担率

が大きく増加しており、将来世代による負担が増加していることがわかります。 

 



 

これは、「市全体」で見ると、下水道事業（特別会計）で、市債の償還年限が普通会計

よりも長いことが要因のひとつです。また、流通業務団地事業（特別会計）で、分譲区

画の販売が計画どおり進んでいないことも要因です。 

また、「連結」では、米子市土地開発公社や米子市開発公社が先行取得した用地費

などを、借入金によって取得したことが大きな要因です。 
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